第9章　フィリピン

本台　進

2006年1～9月期に，経済成長率は2005年の5.0％（表9.1）から5.4％（図9.1）へと増加し，年間では表1.2に示した最も高い5.5％になると仮定した。この成長率は最も高かった2004年より低くなっているが，ごく最近の成長率より高くなっている。消費者物価指数は1.4％ポイント低下して6.3％になり（表9.2），インフレは低下した。2006年1～9月期のGDPデフレータの上昇は，同期間の消費者物価指数の上昇（6.8％，図9.3）より低い5.3％であった。このGDPデフレータの上昇は年間で5.5％と予想され，消費者物価指数が低下するにもかかわらず，第4四半期にやや上昇することを意味する。原油価格の高騰により燃料，電力，水道料金が上昇したが，食料価格やサービス料金の上昇には至っていない。こうした良好な経済状況を反映して，ペソの為替レートは2005～06年には米ドルに対して13％上昇し，1999年以来の最高となった。財政収支の改善，海外の出稼ぎ労働者からの送金の増大，急速な輸出の拡大が強いペソの根拠である。2007年予測では，成長率は現水準が維持され，インフレ率は若干下がり続けると見込まれている。

中央政府にとって最重要課題は累積した財政債務の削減である。この目的のためにアロヨ大統領は財政支出を削減し，赤字国営企業の民営化を試みている。その結果，表9.2が示すように，財政赤字の予測は政府目標よりはるかに低い対GDP比1.3％となり，対GDP比の累積債務はここ10年間で最低水準となった。債務と財政赤字の減少は財政収入の増加に起因するのでなく，支出減少の結果である。他方，電力会社など赤字国営企業の民営化はほとんど進んでいない。

2006年8月，下院議会は2回目のアロヨ大統領に対する弾劾議案を否決した。大統領は贈収賄，2004年の大統領選挙における不正，親族の非合法賭博に対して告訴されていたが，弾劾決議の失敗は政府の基盤と議会に対する影響力をより強くした。政府支持率の上昇を背景に，大統領は2007年5月の中間選挙までに現行の大統領制を議院内閣制へと移行しようと試みている。こうした変更がなされると，アロヨ大統領は2010年の選挙まで大統領職に留まることができるが，次々に頻発する政局変化に対して機敏に対応を迫られることになる。

ここ数年の財貨・サービスの輸出が好調なため経常収支は黒字で，2006年にはその額が対GDP比で4％以上になると予測される。こうした状況を背景に対外債務は毎年減少し，2005年ほどの大きさではではないが，2006年も減少した（表9.2）。同様に，外貨準備もかなり高い水準にまで上昇した。海外のフィリピン人出稼ぎ労働者からの送金は，表9.2において経常移転（純）所得の最も大きな要素であり，2006年の送金額はこの年の財貨輸入額の2倍以上になると予想されている。

2003～04年の対外直接投資の流入はかなり少ないが，2005年には12億米ドルとほぼ倍増し（表9.2），2006年1～9月期に64％増加し（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years），2006年全体では16億米ドルになると予測される。こうした増加は，一部には，経済特区の多国籍企業に対する電力料金の値下げ，インフラ改善のための支出増加，財政赤字削減によるマクロ経済の安定化などの政府による投資環境の改善による効果である。さらに，こうした手段は外資流入を拡大するだけでなく，輸出拡大にも繋がる。

財貨・サービスの輸出は，2006年1～9月期で対実質GDPの52％と上昇した（表9.1）。輸入拡大は輸出より格段に遅かったため，輸出需要の拡大がこの時期のGDP成長の最大要因であった。財貨の輸出入はサービスの輸出入よりはるかに大きいが（表9.2），サービス輸出は2006年1～9月期に最も速く拡大した分野である。財貨輸出も表9.3が示すように17％の伸びと急速に拡大しているが，輸入は8.9％とかなり遅い拡大である。1995年や2004年のように輸出額の中には明らかにその他に分類される製品がかなりの量含まれていることもあるが，機械製造業は輸出および輸入とも最大のシェアを占めている。フィリピンの分類によると，2005年と2006年の1～9月期に，電子製品が全輸出の3分の2を占め，電子製品製造のための中間投入財輸入が全輸入の5分の2を占めていた（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years）。

以前からフィリピンの重要な貿易相手国は，日本，アメリカ合衆国，欧州工業諸国であったが，最近はそれら諸国との貿易シェアが減少しつつある（表9.4）。それとは対照的に，中国との貿易量が著しく拡大し，特に2001年末に中国が世界貿易機関（WTO）に加入後，輸出量が拡大している。2006年1～9月期において，香港とシンガポールもかなり大きい輸出市場であったが，おそらくそれらを経由して第3国へと輸出される財が含まれていたものと考えられる。台湾とシンガポールからは輸入も大きかったが，シンガポールからの輸入には第3国からシンガポールを経由した財が多く含まれていると考えられる。

さらに日本は重要な貿易相手国であると同時に，1995～2004年にフィリピンが受け入れた65億米ドルの政府開発援助のうち42億米ドルを提供した重要な援助供与国である（表9.4）。日本の民間銀行も民間資金の提供者としてかなり重要であった。しかし，日本からフィリピンへの証券投資やその他投資（主に種々の貸し付け）の純流入は，1995年以降に57億米ドルに達した直接投資の純流入額より小さいものであった（表9.5）。機械製造業が両国の貿易の最も大きい部分を占め（表9.6），その貿易の大部分はフィリピンに投資した日本の多国籍企業によって行われている。その結果，控え目に見ても2003年には10万人以上の労働者がフィリピンで操業する日本の多国籍企業で雇用されていた。

重要な二国間関係を考慮して，フィリピンと日本の両国政府は日本－フィリピン経済連携協定（EPA）を2006年9月に締結した。これにより，日本はフィリピンからの総輸入額の92％にあたる輸入品から関税を撤廃し，フィリピンは日本からの総輸入額の97％にあたる輸入品から関税を撤廃する。またフィリピン政府は排気量3,000cc以上のエンジンを搭載した車輌の輸入関税を段階的に撤廃し，小型車に掛ける関税に関しては2009年に交渉を再開することに合意した。さらに自動車と電子機器分野への日本からの直接投資を許可することに合意した。同時に，この経済連携協定の重要な特徴は，日本が初めて日本の労働市場を外国人労働者に開放し，最大限1,000人のフィリピン人看護士および介護労働者の受け入れに合意したことである。しかし，これらの合意が有効となるには，両国ともそれぞれの立法機関における批准が必要となる。
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